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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．「持分法を適用した場合の投資利益」は持分法を適用する重要な関連会社がないため金額の記載を省略して

おります。 

５．従業員数は契約社員を含めた就業人員数で記載しており、また子会社からの受入れ出向者を含んでおりま

す。 

６．第58期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期 

会計期間 

自平成17年 
３月１日 

至平成17年 
８月31日 

自平成18年 
３月１日 

至平成18年 
８月31日 

自平成19年 
３月１日 

至平成19年 
８月31日 

自平成17年 
３月１日 

至平成18年 
２月28日 

自平成18年 
３月１日 

至平成19年 
２月28日 

売上高（千円） 9,228,414 9,811,167 10,923,461 20,210,401 21,995,413 

経常利益（千円） 177,452 331,462 168,175 960,019 1,157,727 

中間（当期）純利益（千円） 131,441 327,748 51,969 690,473 1,581,512 

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 

（発行済株式総数）（株） 

2,000,000 

(24,470,822) 

2,000,000 

(24,470,822) 

2,000,000 

(24,470,822) 

2,000,000 

(24,470,822) 

2,000,000 

(24,470,822) 

純資産額（千円） 2,828,944 3,754,577 4,782,979 3,461,229 4,950,493 

総資産額（千円） 11,804,478 11,202,521 11,389,005 12,256,400 12,800,465 

１株当たり純資産額（円） 115.80 153.75 196.00 141.72 202.77 

１株当たり中間（当期）純利益

（円） 
5.38 13.42 2.13 28.26 64.77 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） － － － 2.00 5.00 

自己資本比率（％） 24.0 33.5 42.0 28.2 38.7 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
240,027 △64,319 135,100 1,877,533 1,422,651 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
403,184 △304,623 △550,610 597,907 △874,607 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
△901,392 △1,196,982 △378,625 △2,073,342 △2,002,383 

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（千円） 
2,397,197 1,491,550 809,002 3,057,477 1,603,137 

従業員数［外、平均臨時雇用者数］

（人） 

446 

[460] 

520 

[462] 

608 

[583] 

447 

[481] 

548 

[543] 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社、子会社１社、その他の関係会社１社及びその他の関係会社の子会

社１社）が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、前事業年度末にその他の関係会社の子会社でありました株式会社ダイヤモンドシティ

は、平成19年８月21日付でイオンモール株式会社と合併いたしました。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） １．従業員数は、子会社からの受入れ出向者数527名を含んでおります。 

２．パートタイマーの当中間会計期間の平均人員数（１日８時間換算の月平均人数）を［ ］外数で記載して

おります。 

３．従業員数が前期末に比べ、60名増加したのは、主に新規出店等によるものであります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成19年８月31日現在

従業員数（人） 608[583]人 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、好調な企業収益を背景とした設備投資の拡大、雇用環境の改善等により

景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。しかしながら個人消費は民間給与所得の伸び悩み、定率減税の廃止

による税金負担増、年金問題等により厳しい状況が続きました。当衣料品専門店業界においては、競合激化に加

え、初夏における冷夏、台風、週末多雨の影響により厳しい環境で推移いたしました。 

 このようななか、当社は「お客様満足業」のさらなる推進、業容と顧客層の拡大に注力いたしました。 

 ＣＳ向上に向けては、外部機関によるＣＳ調査を実施し、その結果をもとに研修を行い接客サービスの底上げを

図りました。 

 提携カード会員戦略につきましては、会員向け情報誌「プレミアムＱ」の発行、価値ある限定商品を提案するな

ど魅力度を高め、売上拡大と新規会員の獲得を目指し、会員数は当中間期末で28万人を超えました。 

 店舗面では、ショッピングセンター中心に出店いたしました。主力業態である「ＴＡＫＡ：Ｑ」、「ＭＡＬＥ＆

Ｃｏ．」を７店舗、昨年立ち上げました新業態である４０歳前後のメンズ・レディース複合の「ｍ.ｆ.ｅｄｉｔ

ｏｒｉａｌ」を５店舗、ボトムをメインとしたヤングカジュアルの「ｓｅｍａｎｔｉｃｄｅｓｉｇｎ」を６店舗

等合計２０店舗を出店しました。一方、低効率店舗を含む５店舗を退店し、当中間期末店舗数は２１９店舗（タカ

キュー、メイル アンド コー等１４２店舗、セマンティックデザイン、ムービン等５２店舗、エム エフ エディト

リアル１４店舗、ウィルクス バシュフォード４店舗、アラウンド ザ シューズ７店舗）となっております。 

 利益面では、生産調達ルートの見直しにより商品粗利益率は改善しました。しかしながら、前期からの積極的な

出店、ＩＴ投資、社員教育など将来に備えての販売活動面への投資を実施したことなどもあり、販売費及び一般管

理費は増加し、経常利益は減益となりました。 

 その他、合理化・効率化の一環として買掛金支払いに、手形レスの決済サービスを導入いたしました。また物流

センターでは機械化するなど精度・機能強化を図っております。 

 以上の結果、当中間会計期間における売上高は109億2千3百万円（前年同期比11.3％増）、経常利益は1億6千8百

万円（同49.3％減）、中間純利益は5千1百万円（同84.1％減）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間末における現金及び現金同等物は、8億9百万円と前中間会計期間末に比べ、6億8千2百万円減少

いたしました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、1億3千5百万円の収入（前年同期は6千4百万円の支出）となりました。

これは仕入債務が4億2千6百万円減少したものの、税引前中間純利益を1億3千4百万円、非資金的費用の減価償却費

を2億9千5百万円計上したことと、売上債権が1億7千8百万円、たな卸資産が1億7千万円減少したこと等によるもの

です。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、5億5千万円の支出（前年同期比2億4千5百万円の増加）となりました。

これは保証金・敷金が4億4百万円返還されましたが、新規出店に伴う保証金・敷金及び有形固定資産等を7億6千7

百万円、ＩＴ投資を含めた無形固定資産を1億6千4百万円取得したこと等によるものです。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、3億7千8百万円の支出（前年同期比8億1千8百万円の減少）となりまし

た。これは長期借入金を2億2千8百万円返済したこと及び配当金の支払が1億1千9百万円あったこと等によるもので

す。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）商品仕入実績 

区分別仕入状況 

 （注）１．重衣料の主なものはスーツ（オーダー含む）、ジャケット、スラックスです。 

２．中衣料の主なものはジャンパー、ショーツです。 

３．軽衣料の主なものはカットソー、シャツ（オーダー含む）、ネクタイです。 

４．その他衣料等はスカート等であり、店舗への商品配送の代行等に伴う仕入控除を含めております。 

５．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品販売実績 

区分別売上状況 

 （注）１．その他衣料等はスカートのほか、クレジットカード会員獲得に伴う手数料等であります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

区分別 

前中間会計期間 
（平成18年３月１日～平成18年８月31日）

当中間会計期間 
（平成19年３月１日～平成19年８月31日）

仕入高（千円） 仕入高（千円） 

重衣料 1,625,682 1,513,821 

中衣料 280,142 228,895 

軽衣料 2,838,816 2,767,456 

その他衣料等 △77,282 △85,892 

合計 4,667,359 4,424,280 

区分別 

前中間会計期間 
（平成18年３月１日～平成18年８月31日）

当中間会計期間 
（平成19年３月１日～平成19年８月31日）

売上高（千円） 売上高（千円） 

重衣料 3,786,503 4,144,323 

中衣料 540,134 575,568 

軽衣料 5,261,569 5,959,596 

その他衣料等 222,960 243,973 

合計 9,811,167 10,923,461 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備計画の完了 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画中でありました、設備の新設につきましては、平成１９年３月に

９店舗、同年４月に６店舗、同年６月に２店舗、同年７月に３店舗を出店致しました。 

(2）重要な設備の新設 

 当中間会計期間において新たに確定した重要な設備の新設計画は、次のとおりであります。 

事業所名 所在地 
増加 
売場面積
（㎡） 

予算金額 
（千円） 

既支払額 
（千円） 

今後の 
所要資金 
（千円） 

契約着工年月 開店予定月 

MALE&Co. 

イオン猪名川店 
兵庫県川辺郡 (280.5) 29,953 4,279 25,674 平成19．９ 平成19．９ 

T.Q.OUTLET STORE 

ビッグホップ印西牧の原店 
千葉県印西市 (270.6) 20,375 2,038 18.337 同上 同上 

MALE&Co. 

福井エルパ店 
福井県福井市 (316.8) 28,800 9,629 19,171 同上 同上 

MALE&Co. 

イオン鹿児島店 
鹿児島県鹿児島市 (138.6) 23,100 8,000 15,100 同上 平成19．10 

semanticdesign 

イオン鹿児島店 
同上 (138.6) 23,772 8,490 15,282 同上 同上 

MALE&Co. 

イオン鳥取北店 
鳥取県鳥取市 (237.6) 25,330 － 25,330 同上 同上 

semanticdesign 

ららぽーとTOKYO-BAY店 
千葉県船橋市 (214.5) 53,628 － 53,628 同上 同上 

m.f.editorial 

イオン新潟南店  
新潟県新潟市江南区 (267.3) 48,228 － 48,228 平成19．10 同上 

semanticdesign 

イオン新潟南店 
同上 (115.5) 20,104 － 20,104 同上 同上 

SHIRTS CODE 

イオン新潟南店 
同上 (69.3) 13,142 － 13,142 同上 同上 

semanticdesign 

アクアウォーク大垣店 
岐阜県大垣市 (128.7) 21,896 2,988 18,907 同上 同上 

SHIRTS CODE 

アクアウォーク大垣店 
同上 (62.7) 12,032 1,468 10,563 同上 同上 

m.f.editorial 

イオン羽生店  
埼玉県羽生市 (306.9) 66,894 － 66,894 同上 同上 

semanticdesign 

イオン羽生店 
同上 (115.5) 24,178 － 24,178 同上 同上 

semanticdesign 

さんすて福山店 
広島県福山市 (89.1) 21,520 275 21,245 同上 平成19．11 

MALE&Co. 

サントムーン柿田川店 
静岡県駿東郡 (277.2) 42,050 － 42,050 同上 同上 

semanticdesign 

川口キャラ店 
埼玉県川口市 (115.5) 22,296 － 22,296 同上 同上 

Taka-Q 

イオン津南店 
三重県津市 (158.4) 11,544 － 11,544 同上 同上 

 



 （注）１．予算金額には差入保証金、敷金を含んでおります。 

２．今後の所要資金669,646千円は自己資金により賄う予定であります。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

４．増加売場面積欄の（ ）は賃借物件であります。 

(3）設備の除却 

 重要な設備の除却の予定はありません。 

事業所名 所在地 
増加 
売場面積
（㎡） 

予算金額 
（千円） 

既支払額 
（千円） 

今後の 
所要資金 
（千円） 

契約着工年月 開店予定月 

m.f.editorial 

イオン日の出店  
東京都西多摩郡 (260.7) 59,502 － 59,502 平成19．11 平成19．11 

m.f.editorial 

イオン富士南店  
静岡県富士市 (458.7) 46,525 － 46,525 同上 同上 

MALE&Co. 

トレッサ横浜店 
神奈川県横浜市港北区 (264.0) 60,150 9,576 50,574 同上 同上 

semanticdesign 

トレッサ横浜店 
同上 (171.6) 49,201 7,830 41,371 同上 同上 

合計 － (4,458.3) 724,220 54,573 669,646 －  －  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 97,800,000 

計 97,800,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数

（株） 
（平成19年８月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成19年11月８日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 24,470,822 24,470,822 
東京証券取引所 

（市場第一部） 
－ 

計 24,470,822 24,470,822 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数  
（株） 

発行済株式 
総数残高
（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年３月１日～

平成19年８月31日 
－ 24,470,822 － 2,000,000 － － 



(5）【大株主の状況】 

  平成19年８月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（百株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

イオン株式会社 千葉県千葉市美浜区中瀬１丁目５番１号 61,080 24.96 

株式会社エムツウ 東京都港区西麻布４丁目17番４号 25,000 10.21 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口）  
東京都中央区晴海１丁目８番11号  20,710 8.46 

株式会社みずほ銀行 

（常任代理人 資産管理サー

ビス信託銀行株式会社） 

東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 

（東京都中央区晴海１丁目８番12号 晴海

アイランドトリトンスクエアオフィスタワ

ーＺ棟） 

7,341 3.00 

タカキュー取引先持株会 東京都板橋区板橋３丁目９番７号 6,482 2.64 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 5,170 2.11 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 2,585 1.05 

財団法人高久国際奨学財団 
東京都港区西麻布４丁目17番４号パークサ

イド高久１Ａ 
2,500 1.02 

資産管理サービス信託銀行株

式会社（証券投資信託口）  

東京都中央区晴海１丁目８番12号 晴海ア

イランドトリトンスクエアオフィスタワー

Ｚ棟  

1,730 0.70 

高久 真佐子 東京都港区 1,655 0.67 

計 － 134,254 54.86 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 完全議決権株式（その他）には、証券保管振替機構名義の株式が595百株（議決権の数119個）含まれておりま

す。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 上記の株価については、東京証券取引所市場第一部における株価によっております。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

退任役員  

  平成19年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      68,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  24,181,000 48,362 － 

単元未満株式 普通株式    221,822 － － 

発行済株式総数 24,470,822 － － 

総株主の議決権 － 48,362 － 

  平成19年８月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

（自己保有株式） 

株式会社タカキュー 

東京都板橋区板橋３

丁目９番７号 
68,000 － 68,000 0.28 

計 － 68,000 － 68,000 0.28 

月別 平成19年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

高（円） 457 453 399 399 370 313 

低（円） 402 378 349 360 303 255 

役名 職名 氏名 退任年月日 

監査役 － 原  周一郎 平成19年９月19日 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日ま

で）の中間財務諸表について、並びに金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成19

年３月１日から平成19年８月31日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けておりま

す。 

３．中間連結財務諸表について 

 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程

度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

資産基準 0.7％

売上高基準 1.4％

利益基準 2.1％

利益剰余金基準 0.4％



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年８月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年８月31日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金及び預金   1,491,550   809,002 1,603,137   

受取手形   6,277   － 758   

売掛金   799,492   965,962 1,143,886   

たな卸資産   2,240,559   2,560,829 2,731,730   

繰延税金資産   －   440,410 457,981   

その他   302,412   282,612 286,531   

流動資産合計     4,840,291 43.2 5,058,816 44.4   6,224,026 48.6

Ⅱ 固定資産           

有形固定資産 ※１         

建物   441,915   561,311 527,615   

器具備品   －   689,019 631,960   

その他   426,563   0 1,020   

有形固定資産合
計 

  868,479   1,250,331 1,160,595   

無形固定資産   102,681   332,207 261,543   

投資その他の資
産 

          

関係会社株式    563,761   321,437 479,413   

賃貸不動産 ※１ 47,309   26,086 30,289   

差入保証金   1,411,746   1,019,496 1,139,655   

敷金   3,596,249   3,559,773 3,710,373   

その他   350,540   370,290 368,106   

貸倒引当金   △578,538   △549,435 △573,538   

投資その他の資
産合計 

  5,391,068   4,747,650 5,154,299   

固定資産合計     6,362,229 56.8 6,330,189 55.6   6,576,438 51.4

資産合計     11,202,521 100.0 11,389,005 100.0   12,800,465 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年８月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年８月31日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

支払手形   1,596,890   210,256 2,343,322   

買掛金   979,272   2,848,572 1,142,337   

短期借入金   2,065,469   563,448 563,448   

賞与引当金   125,000   129,000 99,000   

未払金    636,216   555,432 971,659   

その他 ※２ 416,922   391,313 494,241   

流動負債合計     5,819,771 52.0 4,698,023 41.2   5,614,009 43.8

Ⅱ 固定負債           

長期借入金   1,141,435   1,639,757 1,868,671   

退職給付引当金   33,101   31,571 33,101   

その他   453,636   236,674 334,189   

固定負債合計     1,628,172 14.5 1,908,002 16.8   2,235,961 17.5

負債合計     7,447,944 66.5 6,606,026 58.0   7,849,971 61.3

            

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     2,000,000 17.8   2,000,000 17.6   2,000,000 15.6 

２ 資本剰余金                    

(1）その他資本剰
余金 

  567,966     568,718     568,477    

資本剰余金合計     567,966 5.1   568,718 5.0   568,477 4.4 

３ 利益剰余金                    

(1）利益準備金   500,000     500,000     500,000    

(2）その他利益剰
余金 

                   

繰越利益剰余
金 

  469,374     1,653,036     1,723,138    

利益剰余金合計     969,374 8.7   2,153,036 18.9   2,223,138 17.4 

４ 自己株式     △11,846 △0.1   △19,283 △0.2   △14,738 △0.1 

株主資本合計     3,525,494 31.5   4,702,472 41.3   4,776,877 37.3 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１ その他有価証券
評価差額金 

    229,083 2.0   83,849 0.7   177,845 1.4 

２ 繰延ヘッジ損益      － －   △3,342 △0.0   △4,229 △0.0 

評価・換算差額等
合計 

    229,083 2.0   80,507 0.7   173,615 1.4 

純資産合計     3,754,577 33.5   4,782,979 42.0   4,950,493 38.7 

負債純資産合計     11,202,521 100.0   11,389,005 100.0   12,800,465 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※１   9,811,167 100.0 10,923,461 100.0   21,995,413 100.0 

Ⅱ 売上原価     4,193,795 42.7 4,596,583 42.1   9,409,763 42.8

売上総利益     5,617,372 57.3 6,326,878 57.9   12,585,649 57.2

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

    5,314,529 54.2 6,238,501 57.1   11,512,897 52.3

営業利益     302,843 3.1 88,377 0.8   1,072,752 4.9

Ⅳ 営業外収益 ※２   389,002 4.0 341,176 3.1   755,324 3.4

Ⅴ 営業外費用 ※３   360,382 3.7 261,377 2.4   670,349 3.0

経常利益     331,462 3.4 168,175 1.5   1,157,727 5.3

Ⅵ 特別利益 ※４   117,913 1.2 69,044 0.6   166,451 0.7

Ⅶ 特別損失 ※５   76,057 0.8 102,751 0.9   171,295 0.8

税引前中間（当
期）純利益 

    373,318 3.8 134,469 1.2   1,152,883 5.2

法人税、住民税
及び事業税 

  45,570   50,936 92,970   

法人税等調整額   － 45,570 0.5 31,563 82,499 0.7 △521,599 △428,629 △2.0

中間（当期）純
利益 

    327,748 3.3 51,969 0.5   1,581,512 7.2

             



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年３月１日 至平成18年８月31日） 

（注）平成18年５月の定時株主総会における利益処分の項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 その他資本

剰余金 
資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益 
剰余金 

利益剰余金
合計 

繰越利益 
剰余金 

平成18年２月28日 残高 

（千円） 
2,000,000 567,966 567,966 － 690,473 690,473 △8,832 3,249,608 

中間会計期間中の変動額                

剰余金の配当（注）         △48,847 △48,847   △48,847 

利益準備金の積立（注）       500,000 △500,000 －   － 

中間純利益          327,748 327,748   327,748 

自己株式の取得             △3,441 △3,441 

自己株式の処分             427 427 

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額） 

                

中間会計期間中の変動額合

計 

（千円） 

－ － － 500,000 △221,099 278,900 △3,014 275,886 

平成18年８月31日 残高 

（千円） 
2,000,000 567,966 567,966 500,000 469,374 969,374 △11,846 3,525,494 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年２月28日 残高 

（千円） 
211,620 211,620 3,461,229 

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注）     △48,847 

利益準備金の積立（注）     － 

中間純利益     327,748 

自己株式の取得     △3,441 

自己株式の処分     427 

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額） 

17,462 17,462 17,462 

中間会計期間中の変動額合

計 

（千円） 

17,462 17,462 293,348 

平成18年８月31日 残高 

（千円） 
229,083 229,083 3,754,577 



当中間会計期間（自平成19年３月１日 至平成19年８月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 その他資本

剰余金 
資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益 
剰余金 

利益剰余金
合計 

繰越利益 
剰余金 

平成19年２月28日 残高 

（千円） 
2,000,000 568,477 568,477 500,000 1,723,138 2,223,138 △14,738 4,776,877 

中間会計期間中の変動額                

剰余金の配当         △122,072 △122,072   △122,072 

中間純利益          51,969 51,969   51,969 

自己株式の取得             △5,310 △5,310 

自己株式の処分   241 241       765 1,007 

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額） 

                

中間会計期間中の変動額合

計 

（千円） 

－ 241 241 － △70,102 △70,102 △4,544 △74,405 

平成19年８月31日 残高 

（千円） 
2,000,000 568,718 568,718 500,000 1,653,036 2,153,036 △19,283 4,702,472 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ
損益 

評価・換算
差額等合計 

平成19年２月28日 残高 

（千円） 
177,845 △4,229 173,615 4,950,493 

中間会計期間中の変動額        

剰余金の配当       △122,072 

中間純利益       51,969 

自己株式の取得       △5,310 

自己株式の処分       1,007 

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額） 

△93,995 886 △93,108 △93,108 

中間会計期間中の変動額合

計 

（千円） 

△93,995 886 △93,108 △167,514 

平成19年８月31日 残高 

（千円） 
83,849 △3,342 80,507 4,782,979 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年３月１日 至平成19年２月28日） 

（注）平成18年５月の定時株主総会における利益処分の項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 その他資本

剰余金 
資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益 
剰余金 

利益剰余金
合計 

繰越利益 
剰余金 

平成18年２月28日 残高 

（千円） 
2,000,000 567,966 567,966 － 690,473 690,473 △8,832 3,249,608 

事業年度中の変動額                

剰余金の配当（注）         △48,847 △48,847   △48,847 

利益準備金の積立（注）       500,000 △500,000 －   － 

当期純利益          1,581,512 1,581,512   1,581,512 

自己株式の取得             △6,317 △6,317 

自己株式の処分   510 510       411 922 

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額（純

額） 

                

事業年度中の変動額合計 

（千円） 
－ 510 510 500,000 1,032,665 1,532,665 △5,905 1,527,269 

平成19年２月28日 残高 

（千円） 
2,000,000 568,477 568,477 500,000 1,723,138 2,223,138 △14,738 4,776,877 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ
損益 

評価・換算
差額等合計 

平成18年２月28日 残高 

（千円） 
211,620 － 211,620 3,461,229 

事業年度中の変動額        

剰余金の配当（注）       △48,847 

利益準備金の積立（注）       － 

当期純利益       1,581,512 

自己株式の取得       △6,317 

自己株式の処分       922 

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額（純

額） 

△33,775 △4,229 △38,004 △38,004 

事業年度中の変動額合計 

（千円） 
△33,775 △4,229 △38,004 1,489,264 

平成19年２月28日 残高 

（千円） 
177,845 △4,229 173,615 4,950,493 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日）

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 税引前中間（当期）
純利益 

  373,318 134,469 1,152,883

２ 減価償却費   145,488 295,885 410,903

３ 減損損失    36,306 80,942 86,386

４ 貸倒引当金の減少額   △25,810 △24,103 △30,810

５ 賞与引当金の増加額   37,000 30,000 11,000

６ 厚生年金基金脱退損
失引当金の減少額 

  － △20,000 △37,000

７ 退職給付引当金の減
少額 

  － △1,530 －

８ 賃貸借契約解約損   20,541 11,485 45,163

９ 固定資産売却益   △9,954 △12,781 △14,154

10 固定資産除却損   9,837 10,928 21,002

11 受取利息及び配当金   △3,505 △4,520 △4,676

12 支払利息   36,675 25,911 65,480

13 売上債権の増減額
（△は増加） 

  37,592 178,682 △301,282

14 たな卸資産の増減額
（△は増加） 

  △441,412 170,901 △932,583

15 仕入債務の増減額
（△は減少） 

  △131,060 △426,830 778,438

16 未払消費税等の増減
額（△は減少） 

  △52,331 59,926 △64,295

17 その他   △7,435 △280,929 325,766

小計   25,250 228,437 1,512,221

18 法人税等の支払額   △89,570 △93,336 △89,570

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △64,319 135,100 1,422,651

 



    
前中間会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日）

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 有形固定資産の取得
による支出 

  △369,431 △562,396 △864,271

２ 有形固定資産の売却
による収入 

  63,601 16,355 76,920

３ 無形固定資産の取得
による支出  

  － △164,946 △168,000

４ 無形固定資産の売却
による収入  

  － 1,058 21

５ 関係会社株式の取得
による支出  

  △3,011 － △5,014

６ 関係会社株式の売却
による収入  

  － － 237

７ 貸付による支出   － △6,000 △5,000

８ 貸付金の回収による
収入 

  10,042 6,000 15,042

９ 出資金の回収による
収入  

  － 3,350 －

10 保証金敷金の差入に
よる支出 

  △230,278 △161,894 △501,502

11 保証金敷金の返還に
よる収入 

  304,534 404,372 695,723

12 その他の資産取得に
よる支出 

  △66,284 △43,528 △86,439

13 預り保証金の返還に
よる支出 

  △19,000 △47,500 △40,350

14 預り保証金の受入に
よる収入 

  1,700 － 3,350

15 利息及び配当金の受
取額 

  3,505 4,520 4,676

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △304,623 △550,610 △874,607

 



    
前中間会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日）

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 短期借入による収入   － － 205,620

２ 短期借入金の返済に
よる支出 

  △1,004,502 － △2,952,831

３ 長期借入による収入   － － 1,120,000

４ 長期借入金の返済に
よる支出  

  △108,570 △228,914 △260,646

５ 自己株式の取得によ
る支出（純額） 

  △3,014 △4,303 △5,395

６ 利息の支払額   △33,610 △25,739 △61,350

７ 配当金の支払額   △47,286 △119,669 △47,780

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △1,196,982 △378,625 △2,002,383

Ⅳ 現金及び現金同等物の
減少額 

  △1,565,926 △794,135 △1,454,339

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  3,057,477 1,603,137 3,057,477

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  1,491,550 809,002 1,603,137

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1)有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法に

よっております。 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法に

よっております。 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法に

よっております。 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等  

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

によっております。 

その他有価証券 

  時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

  時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定）によ

っております。 

    時価のないもの 

移動平均法による原価法

によっております。 

  時価のないもの 

同左 

  時価のないもの 

同左 

  (2)たな卸資産 

商品 

個別法による原価法によっ

ております。 

(2)たな卸資産 

同左 

(2)たな卸資産 

同左 

  貯蔵品 

最終仕入原価法による原価

法によっております。 

    

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 主要な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物      ３年～18年 

器具備品    ３年～８年 

(1)有形固定資産 

同左 

(1)有形固定資産 

同左 

  (2)無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。 

(2)無形固定資産 

同左 

(2)無形固定資産 

同左 

  (3)賃貸不動産 

 定率法を採用しております。 

 主要な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物      ６年～20年 

器具備品    ３年～６年 

(3)賃貸不動産 

同左 

(3)賃貸不動産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

３．引当金の計上基準 

  

(1)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

(1)貸倒引当金 

同左 

  (2)賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に

備えるため、支給見込額に基づ

き計上しております。 

(2)賞与引当金 

同左 

(2)賞与引当金 

同左 

  (3)厚生年金基金脱退損失引当金 

 厚生年金基金を脱退するにあ

たって発生する損失に備えるた

め、一括掛け金の見込み額を計

上しております。 

(3)厚生年金基金脱退損失引当金 

同左 

(3)厚生年金基金脱退損失引当金 

同左 

  (4)退職給付引当金  

 従業員の退職給付に備えるた

め、平成14年２月１日に改訂し

た退職金規程により算定した当

中間会計期間末における退職給

付債務に基づき計上しておりま

す。  

 当社は、従来採用していた適

格退職年金制度を平成14年１月

31日に廃止し、その時点におけ

る要支給額を将来の退職時に支

払うこととして退職金規程を平

成14年２月１日に改訂いたしま

した。このため、廃止日時点の

要支給額を基に退職給付債務を

算定しております。なお、退職

金規程改訂日以後の勤務に係る

報酬は、毎月の給与報酬により

精算する方法を採用しておりま

す。  

(4)退職給付引当金  

同左  

(4)退職給付引当金  

 従業員の退職給付に備えるた

め、平成14年２月１日に改訂し

た退職金規程により算定した当

事業年度末における退職給付債

務に基づき計上しております。  

 当社は、従来採用していた適

格退職年金制度を平成14年１月

31日に廃止し、その時点におけ

る要支給額を将来の退職時に支

払うこととして退職金規程を平

成14年２月１日に改訂いたしま

した。このため、廃止日時点の

要支給額を基に退職給付債務を

算定しております。なお、退職

金規程改訂日以後の勤務に係る

報酬は、毎月の給与報酬により

精算する方法を採用しておりま

す。  

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

５．ヘッジ会計の方法 ────── ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

同左 

    ヘッジ手段とヘッジ対象  

ヘッジ手段 金利スワップ取

引 

 

    ヘッジ対象 変動金利支払の

借入金 

 

    ヘッジ方針 

当社は、ヘッジ対象の範囲内

で借入金の金利変動リスクを

ヘッジする手段として金利ス

ワップのみを利用することと

しております。 

 

    ヘッジ有効性の評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性判定

時点までの期間において、ヘ

ッジ対象とヘッジ手段のキャ

ッシュ・フロー変動の累計を

比較し、両者の変動額等を基

礎にして判断しております。 

 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 

同左  キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

(1)消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

(1)消費税等の会計処理 

同左 

(1)消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金

額は、3,754,577千円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借

対照表の純資産の部については、中間財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の中間財

務諸表等規則により作成しております。 

  

   当事業年度より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用して

おります。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金

額は、4,954,722千円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の

純資産の部については、財務諸表等規則の

改正に伴い、改正後の財務諸表等規則によ

り作成しております。 

  

────── （有形固定資産の減価償却の方法） ────── 

   当中間会計期間より、法人税法の改正

（（所得税法等の一部を改正する法律 平

成19年３月30日 法律第６号）及び（法人

税法施行令の一部を改正する政令 平成19

年３月30日 政令第83号））に伴い、平成

19年４月１日以降に取得した有形固定資産

については、改正後の法人税法に基づく減

価償却の方法に変更しております。 

 これにより営業利益、経常利益及び税引

前中間純利益は、それぞれ9,976千円減少

しております。  

 

     

前中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

（中間貸借対照表）  

 「未払金」は前中間期まで、流動負債の「その他」に含めて表示

していましたが、当中間期末において資産の総額の100分の５を超え

たため区分掲記しました。 

 なお、前中間末の「未払金」の金額は466,974千円であります。  

（中間貸借対照表）  

 「器具備品」は前中間期まで、有形固定資産の「その他」に含め

て表示していましたが、当中間期末において資産の総額の100分の５

を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前中間末の「器具備品」の金額は425,963千円であります。

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成18年８月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年８月31日） 
前事業年度末 

（平成19年２月28日） 

※１．有形固定資産及

び賃貸不動産の減

価償却累計額 

有形固定資産 2,445,013千円

賃貸不動産 1,456,868千円

有形固定資産 2,655,175千円

賃貸不動産 1,059,082千円

有形固定資産 2,546,596千円

賃貸不動産 1,069,066千円

※２．消費税等  仮払消費税等と仮受消費税等は相

殺して、流動負債の「その他」に含

めて表示しております。 

同左 ───── 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

※１．過去１年間の売

上高 

     

 事業の性質上、

春夏にあたる上半

期については、単

価も売上高も低

く、売上高の比重

は下半期に高くな

ります。 

前年下半期 10,981,987千円

当上半期 9,811,167 

計 20,793,154 

前年下半期 12,184,245千円

当上半期 10,923,461 

計 23,107,707 

───── 

※２．営業外収益のう

ち重要なもの 

     

受取利息 551千円    1,852千円 1,723千円 

賃貸不動産収入 325,381 274,794 629,928 

※３．営業外費用のう

ち重要なもの 

     

支払利息 36,675千円      25,911千円 65,480千円 

賃貸不動産費用 281,689 216,536 528,850 

※４．特別利益のうち

重要なもの 

     

固定資産売却益 9,954千円      12,781千円 14,154千円 

貸倒引当金戻入

益 

25,810 24,103 30,810 

土地収用法によ

る補償益 

73,509 － 73,509 

厚生年金基金脱

退損失引当金戻

入益 

－ 20,000 37,000 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

※５．特別損失のうち

重要なもの 

     

商品廃棄損   10,320千円   －千円   10,320千円 

賃貸借契約解約

に伴う損失金 

  20,541千円   11,485千円   45,163千円 

電話加入権評価

損 

  －千円   －千円   14,007千円 

固定資産除却損   8,889千円 

（建物 2,681） 

（器具備品 6,208） 

  8,822千円 

（建物 5,936） 

（器具備品 2,885） 

  13,616千円 

（建物 4,703） 

（器具備品 8,912） 

（賃貸不動産 0 ） 

固定資産の減損

損失 

 当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損損

失を計上いたしました。 

         （単位：千円） 

 当社は、資産のグルーピングを営

業店舗・賃貸店舗については店舗

毎、保養所等については物件毎とし

ております。このうち営業店舗につ

いては、営業損益が継続して損失と

なる店舗を、それぞれの帳簿価額を

回収可能額まで減額し、当該減少額

を減損損失（36,306千円）として特

別損失に計上いたしました。その内

訳は、建物17,511千円、その他

18,794千円であります。 

 なお、営業店舗に係る資産の回収

可能額は、主に使用価値により測定

し、割引率は５％を用いておりま

す。 

場所 用途 種類 減損損失 

営業店舗

(SD吉祥寺

パルコ店

他4営業店

舗)  

店舗設備  建物等  36,306 

  計    36,306 

 当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損損

失を計上いたしました。 

         （単位：千円） 

 当社は、資産のグルーピングを営

業店舗・賃貸店舗については店舗

毎、保養所等については物件毎とし

ております。このうち営業店舗につ

いては、営業損益が継続して損失と

なる店舗を、それぞれの帳簿価額を

回収可能額まで減額し、当該減少額

を減損損失（80,942千円）として特

別損失に計上いたしました。その内

訳は、建物32,343千円、器具備品

34,930千円、その他13,668千円であ

ります。 

 なお、営業店舗に係る資産の回収

可能額は、主に使用価値により測定

し、割引率は５％を用いておりま

す。 

場所 用途 種類 減損損失 

営業店舗

(m.f.editorial

エアリ名取店他

6営業店舗) 

  

店舗設備

建物及び

器具備品

等 

80,942 

  計    80,942 

当事業年度において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を

計上いたしました。 

         （単位：千円）  

当社は、資産のグルーピングを営

業店舗・賃貸店舗については店舗

毎、保養所等については物件毎とし

ております。このうち営業店舗につ

いては、営業損益が継続して損失と

なる店舗を、それぞれの帳簿価額を

回収可能額まで減額し、当該減少額

を減損損失（86,386千円）として特

別損失に計上いたしました。その内

訳は、建物34,600千円、器具備品

41,473千円、その他10,312千円であ

ります。  

 なお、営業店舗及び賃貸店舗に係

る資産の回収可能額は、主に使用価

値により測定し、割引率は５％を用

いております。 

場所 用途 種類 減損損失 

営業店舗

(m.f.editorial

ブルメール舞多

聞店他8営業店

舗) 

店舗設備 

建物及び 

器具備品

等 

86,386 

  計    86,386 

 ６．減価償却実施額      

(1)有形固定資産 125,647千円 237,390千円 345,821千円 

(2)無形固定資産 4,572 37,178 29,558 

(3)賃貸不動産 6,146 4,202 12,223 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加5,254株は単元未満株式の買取り、減少671株は単元未満株式買増請求による

ものであります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当する事項はありません。 

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

該当する事項はありません。  

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 24,470,822 － － 24,470,822 

合計 24,470,822 － － 24,470,822 

自己株式        

普通株式 （注） 46,961 5,254 671 51,544 

合計 46,961 5,254 671 51,544 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年５月17日 

定時株主総会 
普通株式 48,847 2 平成18年２月28日 平成18年５月17日 



当中間会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加14,678株は単元未満株式の買取り、減少2,811株は単元未満株式買増請求に

よるものであります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当する事項はありません。 

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

該当する事項はありません。  

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 24,470,822 － － 24,470,822 

合計 24,470,822 － － 24,470,822 

自己株式        

普通株式 （注） 56,383 14,678 2,811 68,250 

合計 56,383 14,678 2,811 68,250 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年５月17日 

定時株主総会 
普通株式 122,072 5 平成19年２月28日 平成19年５月18日 



前事業年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加11,163株は単元未満株式の買取り、減少1,741株は単元未満株式買増請求に

よるものであります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当する事項はありません。 

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式        

普通株式 24,470,822 － － 24,470,822 

合計 24,470,822 － － 24,470,822 

自己株式        

普通株式 （注） 46,961 11,163 1,741 56,383 

合計 46,961 11,163 1,741 56,383 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年５月17日 

定時株主総会 
普通株式 48,847 2 平成18年２月28日 平成18年５月17日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年５月17日 

定時株主総会 
普通株式 122,072 利益剰余金 5 平成19年２月28日 平成19年５月18日



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係     千円 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係     千円 

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係         千円 

現金及び預金勘定 1,491,550

現金及び現金同等物 1,491,550

現金及び預金勘定 809,002

現金及び現金同等物 809,002

現金及び預金勘定 1,603,137

現金及び現金同等物 1,603,137

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１．リース物件

の所有権が借

主に移転する

と認められる

もの以外のフ

ァイナンス・

リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

有形固定
資産 
（その
他） 

1,226 121 1,104 

合計 1,226 121 1,104 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

有形固定
資産 
（器具備
品） 

1,226 366 859

合計 1,226 366 859

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

有形固定
資産 
（器具備
品） 

1,226 244 981

合計 1,226 244 981

  ② 未経過リース料中間期末残高相当

額等  

未経過リース料中間期末残高相当

額 

② 未経過リース料中間期末残高相当

額等  

未経過リース料中間期末残高相当

額 

② 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

  １年内 225千円

１年超 892 

合計 1,118 

１年内    238千円

１年超 654 

合計 892 

１年内 231千円

１年超 774 

合計 1,006 

  ③ 支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額、支

払利息相当額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額、支

払利息相当額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額、支

払利息相当額及び減損損失 

  支払リース料 116千円

減価償却費相当

額 
101 

支払利息相当額 25 

支払リース料    139千円

減価償却費相当

額 
122 

支払利息相当額 25 

支払リース料 255千円

減価償却費相当

額 
224 

支払利息相当額 53 

  ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  ⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得

価額相当額の差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーテ

ィング・リー

ス取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年内 22,800千円

１年超 25,000 

合計 47,800 

１年内       15,000千円

１年超 10,000 

合計 25,000 

１年内 15,000千円

１年超 17,500 

合計 32,500 

 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失は

ありません。 

（減損損失について） 

        同左  

（減損損失について） 

        同左  



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年８月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容 

当中間会計期間末（平成19年８月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容 

前事業年度末（平成19年２月28日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間末（平成18年８月31日現在） 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間末（平成19年８月31日現在） 

 デリバティブ取引については、全てヘッジ会計を適用して処理しておりますので、該当事項はありません。 

前事業年度末（平成19年２月28日現在） 

 デリバティブ取引については、全てヘッジ会計を適用して処理しておりますので、該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

 関連会社がないため記載を省略しております。 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 138,747 523,761 385,013 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式 
40,000 

非上場株式 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 140,513 281,437 140,924 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式 
40,000 

非上場株式 

  取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 140,513 439,413 298,899 

  貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式 
40,000 

非上場株式 



（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり中間純利益又は当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

（重要な後発事象）  

該当事項はありません。  

前中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１株当たり純資産額 153円75銭 

１株当たり中間純利益 13円42銭 

１株当たり純資産額 196円00銭 

１株当たり中間純利益 2円13銭 

１株当たり純資産額 202円77銭 

１株当たり当期純利益 64円77銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

当中間会計期間 
(自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日)

前事業年度 
(自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日)

中間（当期）純利益（千円） 327,748 51,969 1,581,512 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円） 
327,748 51,969 1,581,512 

期中平均株式数（株） 24,421,740 24,409,032 24,419,219 

 
前中間会計期間末 

(平成18年８月31日) 
当中間会計期間末 

(平成19年８月31日) 
前事業年度末 

(平成19年２月28日) 

純資産の部の合計額（千円） 3,754,577 4,782,979 4,950,493 

純資産の部の合計額から控除する金

額（千円）  
－ － － 

普通株式に係る中間期末（期末）の

純資産額（千円）  
3,754,577 4,782,979 4,950,493 

１株当たり純資産額の算定に用いら

れた中間期末（期末）の普通株式の

数（株） 

24,419,278 24,402,572 24,414,439 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第58期）（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日）平成19年５月17日関東財務局長に提出。 

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

 平成19年４月９日関東財務局長に提出 

 事業年度（第57期）（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書  

    平成１８年１１月８日

株式会社タカキュー    

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中野 眞一  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 國井 泰成  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社タカキューの平成１８年３月１日から平成１９年２月２８日までの第５８期事業年度の中間会計期間（平成１８年３

月１日から平成１８年８月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資

本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社タカキューの平成１８年８月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年

３月１日から平成１８年８月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書  

    平成１９年１１月２日

株式会社タカキュー    

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中野 眞一  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 國井 泰成  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社タカキューの平成１９年３月１日から平成２０年２月２９日までの第５９期事業年度の中間会計期間（平

成１９年３月１日から平成１９年８月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、

中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社タカキューの平成１９年８月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１９年

３月１日から平成１９年８月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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